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■ 生活困窮者自立支援制度の見直しに向け、社保審報告書が

公表～全社協の対応 
 

社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」（部会長 宮本 太郎

中央大学法学部 教授／以下、部会）は、12 月 15 日に生活困窮者自立支援制度、

生活保護制度の見直しに向けた報告書をとりまとめました。 

生活困窮者自立支援法については、施行後3年を目途に見直すことが附則第2条

に規定されており、部会での検討はこれにもとづくもので、法の施行状況をふまえて、

生活困窮者の自立支援のあり方について総合的な検討が行われました。今後、報告

書にもとづき、2018 年通常国会に改正法案が提出される予定です。 

部会における制度の見直しに向けた検討と今後の方向性 

生活困窮者自立支援法の施行により、これまで支援につながらなかったり、縦割り

の福祉制度で対応されたりしてきた「生活困窮者」の実像が明らかになりました。就労

や家族の問題を抱えた現役世代、生活困窮家庭の子ども、高齢の生活困窮者など、

複合的な課題を抱える人・世帯に対し、自立相談支援機関を中心に自立に向けた

包括的な支援が行われてきました。 

施行後 2 年間で、新規相談者は約 45 万人、自立支援計画の作成による継続的

な支援を行った人は約 12 万人となり、継続的な支援を行った人のうち、多くの人が

意欲や他者との関係性などの面でステップアップがはかられ、また約 6 万人が就労・

増収に結びついたりするなど、支援による効果があらわれています。 

しかし、支援が拡がる一方で、まだ支援につながっていない生活困窮者への対応、

就労準備支援・家計相談支援など任意事業の実施率の低さ、就労の場や住まいに

対する支援などの支援メニューの不足、子どもの貧困への対応、高齢の生活困窮者

への支援、自治体の取組のばらつきなどが課題となっています。 

部会では、生活困窮者自立支援法が果たしてきた役割と成果、課題をふまえ、平

成 29 年 5 月から 11 回にわたり議論を行い、報告書をとりまとめました。 

「地域共生社会の実現という視点に立った制度を設計する」「早期の予防的支援」

「生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の切れ目ない一体的な支援を目指す」

等の基本的な考え方のもと、就労準備支援事業、家計相談支援事業、居住支援、都

道府県の役割等についてめざすべき方向性・取組むべき課題が示されました。報告

書の主な内容は次のとおりです。 

特 集 



 

 3 

 

【報告書の主な内容】 

○就労支援準備事業と家計相談支援事業については、自治体が取り組みやすく

なる事業実施上の工夫を講じるとともに、都道府県による事業実施体制の支援

を明確に位置づけた上で、法律上の必須事業とすることを目指しつつ、全国の

福祉事務所を設置している自治体で実施されるようにすべきである。 

○居住支援については、社会的に孤立している生活困窮者に対し、必要な見守り

や生活支援、緊急連絡先の確保などを行い、支援を必要とする人同士や地域

住民とのつながりをつくり、相互に支え合うことにも寄与する取組を新たに制度的

に位置付けるべきである。 

○従事者の研修、市域を越えたネットワークづくり、各種事業の実施に当たっての

支援について、都道府県が行うべき事業として明確に位置付けるべきである。 

○町村の実情に応じ、希望する場合は一次的な自立相談支援機能を担い、都道

府県につなぐなど、連携して対応することができるようにするべきである。 

○生活福祉資金貸付制度については、償還の確保を前提としつつ、機動的・迅速

な貸付が行えるよう、運用面で必要な見直しを行う必要がある。 

○社会福祉法人については、「地域における公益的な取組」として、生活困窮者自

立支援の分野において、創意工夫をこらした取組をより一層進めていくべきであ

る。国、自治体は、社会福祉法人が「地域における公益的な取組」として生活困

窮者への支援により積極的に取り組むことができるよう、必要な環境整備を行う

べきである。 

○単身で生活することが困難と認められる生活保護受給者については、支援サー

ビスの質が担保された無料低額宿泊所等において、必要な日常生活上の支援

を受けて生活できるような仕組みを検討すべきである。検討にあたっては、支援

付きの共同居住という新しい枠組みの将来像を見据えて検討すべきである。 

○様々な障害や生活課題を抱え、居宅生活が困難な生活保護受給者を適切に支

援するという役割を担ってきている保護施設の施設体系については、関係者の

意見も十分に聴いた上で、更に検討すべきである。 

○生活困窮者自立支援制度における事業の委託については、事業における支援

の質や継続性の確保等の観点から、自治体に対して委託に当たっての留意点

等を示すべきである。 

 

【社会保障審議会「生困窮者自立支援及び生活保護部会」報告書】 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188276.html 

 
↑URL をクリックすると厚労省ホームページにジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188276.html
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 『社協・生活支援活動強化方針』の具体化と社協の生活困窮者自立

支援の取組強化（全社協・地域福祉推進委員会における部会への対

応と今後の取組み） 

全社協・地域福祉推進委員会（委員長 川村 裕）では、部会が設置されるにあたり、

部会委員に豊中市社会福祉協議会の勝部 麗子氏を推薦し参画いただきました。あ

わせて、地域福祉推進委員会の「社協における生活困窮者支援のあり方検討委員会」

において制度見直しに向けた意見集約を行い、勝部氏と情報共有しながら部会への

対応を行ってきました。 

「自立相談支援事業の適切な人員配置」「就労準備支援事業の要件緩和」「町村に

おける生活困窮者自立支援の推進」「支援者ネットワークの構築、就労支援・居住支

援等の広域支援等における都道府県の役割の明確化」「保証人・緊急連絡先の確保、

見守り、地域住民とのつながりや安心できる居場所の確保などの居住支援の強化」

「子どもの生活習慣・環境等の向上の支援、子どものための世帯支援、高校生世代支

援のための高等学校等との連携」「支援の質や継続性を確保する事業委託のあり方」

など社協の実践にもとづく意見・提案の多くが、報告書に反映されました。 

地域福祉推進委員会では、『社協・生活支援活動強化方針（行動宣言と第 2 次アク

ションプラン）』（平成 29 年 5 月改訂）により、地域における深刻な生活課題や社会的

孤立といった地域福祉の課題に応える社協の事業・活動の方向性と具体的な事業展

開を示しています。生活困窮者自立支援事業の推進は、強化方針を具体化する取組

みであり、さらに拡充をはかる必要があります。このため、「社協における生活困窮者

支援のあり方検討委員会」において、社協における生活困窮者自立支援のあり方や

推進方策を平成 29 年度にとりまとめ、自立相談支援事業の取組みの強化、多様な生

活支援・就労支援の拡充、地域づくり、都道府県社協による広域支援の拡充などをす

すめることとしています。 

 

 最後のセーフティネットとしての役割を明確にしつつ、救護施設の機能を

生かした地域の生活困窮者支援の積極的な展開をはかる（全国救護

施設協議会における部会への対応と今後の取組み） 

部会では、一時生活支援や居住支援等に係る課題として、「生活保護受給者の住

まう場」が検討項目とされました。そのなかで、いわゆる「貧困ビジネス」と言われるよう

な施設も存在するとされる無料低額宿泊所等に対する規制のあり方のほか、救護施設

を含む保護施設における入所者の地域生活移行の推進や施設体系といった「保護施

設のあり方」も論点のひとつに掲げられました。 

この議論に対し、全国救護施設協議会（会長 大西 豊美／以下、全救協）では、

委員として参画した大西会長のもと、常任協議員会のほか、初回と、保護施設にかか
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わる議論が行われた第 3 回、第 9 回の部会前に、「部会の情報共有および今後の進

め方等にかかる意見交換会」を開催して論点と課題の整理や、提案、意見等について

組織内での意思統一と共有をはかりつつ対応してきました。 

部会での議論の結果、報告書では、他法他施策優先のなか、さまざまな障害や生

活課題を抱え、居宅生活が困難な生活保護受給者を適切に支援してきた保護施設の

最後のセーフティネットとしての役割があらためて確認されました。そのうえで、保護施

設の施設体系については、「関係者の意見も十分に聴いた上で、更に検討すべき」と

記載されるとともに、その検討の際に、入所者の他法施策の利用や退所後の支援機

能の強化、福祉事務所との連携のあり方、適切な日常生活支援を行う無料低額宿泊

所等との将来的な制度的位置づけとの関係整理等が課題になることが示されていま

す。 

全救協では、『救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針』を掲げ、全施設

における就労訓練事業の実施をめざすなど、「地域のセーフティネットとしての役割を

担う」ことを目的とした取組みをすすめています。居住と生活にかかわる支援を一体的

に提供できる救護施設の機能を生かした地域の生活困窮者支援への取組みを通じて、

その存在意義と価値を高めつつ、施設体系等も含めた「保護施設のあり方」をめぐる

今後の議論に対応していきます。 

 

【救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針】 

http://www.zenkyukyo.gr.jp/guideline/file/kodo_shishin.pdf 

 

 

 社会福祉法人が生活困窮者支援に向けて創意工夫をこらした取組み

をすすめていくために（全国社会福祉法人経営者協議会における部会

への対応と今後の取組み） 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 格彰／以下、全国経営協）では、浦

野正男地域共生社会推進委員長が本部会へ参画するにあたり、月 2回、「制度・政策

委員会／地域共生社会推進委員会合同会議」を開催し、生活困窮者自立支援制度

及び生活保護制度の見直しにあたっての課題と提案・要望事項等の整理を行ってき

ました。 

これまでも、全国経営協では「生活困窮者支援はあらゆる社会福祉事業の共通根

にあるものであり、新たなかたちで生活困窮が社会に広がっている今こそ、社会福祉

法人・社会福祉施設が積極的に生活困窮者支援に取組んでいかなければならない」

と認識してきました。そのうえで、会員法人が「地域における公益的な取組」の一環とし

↑URL をクリックすると全救協ホームページにジャンプします。 

http://www.zenkyukyo.gr.jp/guideline/file/kodo_shishin.pdf
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て、社会福祉法人・社会福祉施設が持つ専門人材と施設・設備等を活用し、生活困

窮者支援に積極的に取組むよう推進してきました。 

しかしながら、社会福祉法人・社会福祉施設が持つ専門人材と施設・設備等を活用

しようとしても、既存の仕組みでは、人員配置基準の専従要件や施設・整備の使用方

法等について制約が大きく、地域ニーズへの柔軟な対応が困難となっています。 

そこで、部会のなかでは、すべての社会福祉法人・社会福祉施設が生活困窮者支

援に取組むことを共通責務として位置づけ、社会福祉法人・社会福祉施設が持つノウ

ハウや専門性を発揮し、創意工夫をこらした取組みをすすめていくために、人員や施

設・整備を生活困窮者支援に積極的に活用できるように提案してきました。 

報告書では、全国経営協の意見が反映され、「社会福祉法人については、「地域に

おける公益的な取組」として、生活困窮者の自立支援に向けて、創意工夫をこらした

取組をより一層進めていくべきである」ことや、「生活困窮者自立支援は、社会福祉施

設が施設種別を越えた共通責務と考えるべき」こと、「他の福祉制度における事業を同

一法人で行っている場合の人員配置基準や、既存の福祉施設の施設・設備の活用等

について柔軟な運用がなされるように改善を求める」こと等が盛り込まれました。 

その他、報告書では、認定就労訓練事業における社会福祉法人の申請の簡素化

や一時生活支援事業において空いている社会福祉施設の活用等の提案内容が反映

されています。 

今回の報告書を受けて、全国経営協では、会員法人が「地域における公益的な取

組」の一環として、生活困窮者支援に積極的に取組むよう、研修会やセミナー等を通

じて、さらなる周知をはかります。 
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■ 地域共生社会の実現に向けた社協の事業・活動の展開に向け

て～「社協・生活支援活動強化方針」にもとづくビジョンと実践 
 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成

29 年法律第 52 号）における改正社会福祉法をもとに、「社会福祉法に基づく市町村

における包括的な支援体制の整備に関する指針」（告示）及び関係通知が、平成 29

年 12 月 12 日に発出されました。平成 30 年 4 月施行とともに、各自治体では包括的

な支援体制の整備及び、市町村地域福祉計画の策定・改定等がよりすすめられること

になります。 

全社協・地域福祉推進委員会では、『社協・生活支援活動強化方針（行動宣言と第

2 次アクションプラン）』（平成 29 年 5 月改訂／以下、強化方針）をとりまとめ、今日の

地域における深刻な生活課題や社会的孤立といった地域福祉の課題に応える社会

福祉協議会（以下、社協）の事業・活動の方向性と具体的な事業展開をあらためて提

示したところです。 

これらをふまえ、全社協・地域福祉推進委員会では、「地域共生社会の実現に向け

た社協の事業・活動に向けて」（平成 29年 12月 12日）として、社協での受けとめ方や

実践の展開方策等について、あらためて提起しました。 

「強化方針」と改正社会福祉法及び指針等をもとに、社協の「当面の取り組み課題」

とあわせて「主な取り組み事項」（指針等をふまえた「強化方針」の推進、地域福祉活

動計画の策定・改定等の必要性とポイント）を整理しています。 

そのうえで、これらの「取り組みにあたっての留意点」として、社協役職員の共通理

解（局内連携体制づくり）、職員育成の体制づくり、活動財源の確保等を示しています。 

とくに、地域での全世代・全対象型の包括的な支援体制の構築と具体的な事業・活

動の推進においては、地域の社会福祉法人・福祉施設等、民生委員・児童委員をは

じめとする地域の関係者との連携・協働がさらに必要であると考えられます。 

「地域における公益的な取組」等を通じた、社会福祉法人・福祉施設等との連携・協

働の強化は、社協が総合相談等で受け止めた生活課題等への具体的な支援の拡大

（個別支援の向上）や把握した地域の課題等の解決力の向上に資するものです。また、

社協が地域福祉を推進するための事業・活動に関する専門性の向上や財源の確保・

有効活用などにつながります。 

今般の改正社会福祉法及び指針等をうけ、社協がめざす地域づくりの実現に向け

て、事業・活動の実践と蓄積したノウハウ等をもとに、自治体や社会福祉法人・福祉施

設などの関係団体等への積極的に提案するとともに、パートナーシップやプラット

フォームとしての役割を強化・再構築する機会と捉えることが必要です。 

全社協としては、都道府県・指定都市社協との連携のもと、これらの取組みにより市
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区町村社協の事業・活動の展開を支援・促進することとしています。 

各社協がこれまでの実践を振り返りながら、今後の地域のあり方（めざすべき地域の

姿）や事業・活動等の展望を主体的に描くこと、また、具体的な実践として示していくこ

とが求められます。 

 

【地域共生社会の実現に向けた社協の事業・活動に向けて】等のデータは下記 URL

からご覧ください。 

https://www.zcwvc.net/社協の提案する地域福祉活動-事業/ 

 

 

  

↑URL をクリックすると地域福祉・ボランティア情報ネットワーク（ホームページ）にジャンプします。 

https://www.zcwvc.net/社協の提案する地域福祉活動-事業/
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■ 地域共生社会の実現に向けた社協事業・活動と経営課題への

対応等を協議～都道府県・指定都市社協の経営に関する委

員会 
 

平成 29 年度第 2 回（第 17 回）となる「都道府県・指定都市社会福祉協議会の経営

に関する委員会」（委員長：山口県社協常務理事・事務局長 澤村 有利生）を 1 月 9

日に開催しました。 

会議では、昨年 12 月に厚生労働省から示された「社会福祉法に基づく市町村にお

ける包括的な支援体制の整備に関する指針」（厚生労働省告示）及び関係通知をふ

まえた社協による事業・活動の展開や、都道府県・指定都市社協の経営課題と取組み

の方策等について協議、意見交換を行いました。 

地域共生社会の実現に向けた社協の事業・活動の方向性として、社協の強みであ

るコーディネート（連絡調整）機能を活かした取組みの推進をはじめ、生活困窮者自立

支援事業、成年後見制度や日常生活自立支援事業を通じた市町村を基盤とする権

利擁護システムの構築、また、社会福祉法人・福祉施設との連携・協働による公益的

な取組のさらなる促進等、それぞれの地域の実情に即した事業・活動を地域福祉計

画等の策定・見直し動向をふまえつつ展開していくことを確認しました。 

また、全社協福祉ビジョン 2011「第 2 次行動方針」にもとづく都道府県・指定都市社

協の経営課題への対応と、福祉人材の確保・育成・定着や福祉サービス第三者評価

の受審促進、事業者段階における苦情解決体制の再構築等、社会福祉法人・福祉施

設の経営支援の取組について協議しました。 

平成30年度は介護保険制度の見直し、改正障害者総合支援法の施行とともに、生

活困窮者自立支援制度改革や地域共生社会の実現に向けた施策の具体化等と、政

策上重要な節目の年であり、都道府県・指定都市社協においても、今後の社協の事

業・活動の展望やこの間の経営課題等をもとに、各自治体への具体的な提案・要望を

継続的にはかる必要があります。 

 

 

 

 

 

Topics 
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 地域での包括的な支援体制の構築と事業・活動の展開を協議～都道

府県・指定都市社協の経営に関する委員会「指定都市分科会」 

 

全社協「都道府県・指定都市社協の経営に関する委員会」に設置されている「指定

都市分科会」では、指定都市社協における大都市問題などを背景とする課題の分析

や事業展開の方向性と事業展開を支える組織体制、組織運営について協議をすす

めています。 

平成 29 年度の第 2 回会議を平成 29 年 12 月 27 日に開催し、大都市圏の特性や

事情をふまえた指定都市社協における地域共生社会の実現に向けた事業・活動のあ

り方や経営課題への取組み等について協議しました。 

地域共生社会の実現や地域包括ケアシステムなどの住民により身近な地域での包

括的な支援体制の構築が一層必要とされている施策動向等を的確に把握し、とくに

大都市部の高齢化や生活困窮等生活問題、福祉ニーズをふまえて、指定都市社協と

しての事業展開をすすめる必要があることを確認しました。 

各指定都市社協では、現在の事業・活動の着実な展開とともに、地域共生社会の

実現に向けては、あらためて各地域の福祉ニーズと事業・活動の基本的な方向性を

確認しつつ、社協が担う役割を掘り下げ事業・活動の可視化、「見せる化」をはかること

が必要とされています。 

また、平成 29 年 11 月 8～9 日に静岡市社会福祉協議会と本分科会の共催による

平成 29 年度「大都市の福祉問題への取組を促進する社協セミナー」の開催状況を報

告し、平成 30 年度以降のもち方について、大都市圏の福祉課題と社協の取組みをよ

り幅広く発信、共有する観点から引き続き検討していくことを確認しました。 

 

  



 

 11 

 

 
 

    
 

 

 
 

■ 【法務省】「再犯防止推進計画」閣議決定【12 月 15日】 

「再犯防止推進計画等検討会」における議論等を経て、推進計画が閣議決定され

た。計画のなかで、今後取組んでいく施策等が示された。 

http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00038.html 

 
 
 

 

■ 第 11 回 社会保障審議会児童部会ひとり親家庭への支援施策の在り方に関する

専門委員会【1月 10日】 
 

設置要綱の見直しにより「幅広くひとり親家庭への支援施策のあり方を検討する」と

位置づけられ、2 年半ぶりに開催された。本委員会では、ひとり親家庭への支援施策

の実施体制や就業支援、子育て・生活支援のあり方等について検討がすすめられる。 

全社協種別協議会からは、全国母子支援施設協議会が委員として出席している。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000190471.html 

■ 被保護者調査（平成 29年 10月分概数）【1 月 10日】 

被保護実人員は 212 万 5,317 人となり、前月より 486 人減少し、対前年同月では 1

万 9,442 人減少した。被保護世帯は 164 万 2,907 世帯となり、前月より 634 世帯増加

し、対前年同月では、5,041 世帯増加した。世帯類型別では、対前年同月では、高齢

者世帯（特に単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/10.html 

 

  

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00038.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000190471.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/10.html
http://zseisaku.net/
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第 13回権利擁護・虐待防止セミナー 
地域共生社会の実現と権利擁護の推進 

～社会福祉制度改革の動向と地域における福祉・生活課題への取組～ 

参加者受付中 

 

少子高齢化、人口減少社会での持続可能な

社会保障を再構築しようと、全世代対応型の社

会保障・福祉制度への方向性が提起されてお

り、平成 30 年度は各福祉諸制度改革が動いて

いきます。 

そうした動向のなかで、とくに個別支援を必要

とする人びとの権利擁護と福祉・生活課題の解

決のためには、こうした福祉基盤体制とかかる生

活支援等の専門福祉人材の確保が急務となりま

す。 

そのためには、社会福祉協議会、社会福祉法

人・施設が主体となって、地域社会の社会資源

を活かしつつ連携・協働をはかっていかなけれ

ばなりません。 

本セミナーは、福祉に携わる幅広い関係者・

機関組織が地域のなかでいかに連携・協働をは

かり、地域の実情に応じた包括的な権利擁護と

支援活動を促進していくべきか考察することを目的として開催します。 

 
 
 
 

主 催：社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日 時：平成 30 年 2 月 13 日(火)10 時 10 分～17 時 

会 場：全社協・灘尾ホール(東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル LB階) 

対 象：社会福祉協議会（日常生活自立支援事業、成年後見センター、生活困窮者 

支援事業関係部所）、社会福祉法人・施設、民生委員・児童委員、市区町 

村、都道府県、児童相談所、福祉事務所、地域包括支援センター等 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要綱にジャン

プします。 

セミナー概要 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf
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↑ＵＲＬをクリックすると開催要綱にジャンプします。 

参加費：10,000 円  

参加者特典：権利擁護や虐待防止の動向や課題等を掲載した『権利擁護・虐待防止 

2018』を当日配布します。 

定 員：200 名 

締 切：平成 30 年 1 月 30 日(火)(定員になり次第締め切り) 

内 容： 

講演Ⅰ 「地域における高齢者の福祉と権利擁護～支える地域を創る～（仮題）」 

川崎幸クリニック院長／認知症の人と家族の会 副代表 杉山 孝博 氏 

講演Ⅱ 「これからの障害者福祉と共生社会の実現」 

毎日新聞論説委員 野澤 和弘 氏 

 

シンポジウム「包括的な権利擁護と生活支援の取組に資する連携・協働に向けて」 

シンポジスト： 

岩手県社会福祉協議会事務局次長／地域福祉企画部長 右京 昌久 氏 

堺市社会福祉協議会 生活支援課 権利擁護支援係 主査 崎山 由紀子 氏 

西宮市社会福祉協議会 常務理事 清水 明彦 氏 

社会福祉法人 みおつくし福祉会 東さくら園 施設長 廣瀬 みどり 氏 

社会福祉法人 村山苑 法人企画課長 吉成 晋二 氏 

コーディネーター：首都大学東京 都市教養学部 教授 岡部 卓 氏 

 

セミナーの詳細や申込等については、下記 URL より要綱をダウンロードし、ご覧くださ

い。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf 

 

【問合せ先】 

セミナー内容に関する問合せ 

全国社会福祉協議会政策企画部 広報室(佐藤、浄閑) 

TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721 

 

参加申込・宿泊等に関する問合せ 

名鉄観光サービス株式会社新霞が関支店(担当：下枝、山辺) 

TEL03-3595-1121 FAX03-3595-1119 

 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171130_seminar.pdf
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第 45 回国際福祉機器展H.C.R.2018 への 

企業・団体の出展募集が２月から開始！（保健福祉広報協会） 

 

全社協と保健福祉広報協会の共催により

開催される「第 45 回国際福祉機器展

H.C.R.2018」（会期：2018 年 10 月 10 日（水）

～12 日（金）、於：東京ビッグサイト）への出展

企業・団体の募集・申込受付が2月1日よりス

タートします（3 月 30 日申込締切）。 

わが国の超高齢化社会に向けての介護

ニーズの高まりや、障害児・者の自立と社会

参加の一層の促進と関連制度の見直し、さら

には、政府が成長産業として福祉機器の開発

や普及を後押しする動きもあるなか、関連の需

要や市場の規模は、今後もさらに伸長・拡大が見込まれています。 

来場者数 12 万人にのぼる、国内外の最新の福祉機器の総合展示会である

H.C.R.2018 への企業・団体からの多数の出展申込をお待ちしております。 

 

 

 

1．出展申込受付期間：2018 年 2 月 1 日（木）～3 月 30 日（金） 

2．申込方法：出展を希望される企業・団体は、以下の方法により H.C.R.事務局に「出 

展要項」をご請求ください。 

Ⅰ「出展の概要と申込方法」のなかの「申込方法」から「出展要項・出展申込書請求

票」（PDF ファイル）をダウンロードし、同票に必要事項をご記入のうえ、【Ｈ.Ｃ.

Ｒ.2018 事務局】までメールまたは郵送してください。 

なお、初出展あるいは直近の過去 2年（2017・2016 年）に出展していない企業・団 

体は①会社概要と②展示予定製品の内容がわかるパンフレットなどの資料を添付く 

ださい。 

Ⅱ書類一式が到着し、内容を確認した後、「出展要項」「出展申込書」を送付いたし 

ます。 

 

【「申込方法」及び「出展要項・出展申込書請求票」等はこちら】 

https://www.hcr.or.jp/exhibit-company/application 
↑URL をクリックすると保健福祉広報協会ホームページにジャンプします。 

出展募集概要 

↑画像をクリックするとホームページにジャ
ンプします。 

https://www.hcr.or.jp/exhibit-company/application
https://www.hcr.or.jp/exhibit-company/application
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【問合せ先】 

H.C.R.2018 事務局 

〒100-8980 東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 5F 

一般財団法人 保健福祉広報協会 

（FAX.03-5512-9798 Email：info@hcrjapan.org） 
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

●特集「地域福祉推進のための民間財源」 

『月刊福祉』2月号 

「なぜ地域の課題に目を向けなければいけないの

か」を考えながら、地域課題を「我が事」としてとらえ、

自ら課題解決に取組むことの重要性や、そのための

民間財源の活用や寄付文化の浸透をはかることの必

要性を伝えます。 

（1 月 9 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
【論文Ⅰ】新しい地域福祉の推進と民間財源 

山岡 義典 （法政大学名誉教授） 
 
【論文Ⅱ】共同募金推進に向けた取り組み 

― テーマ型募金 
阿部 陽一郎 （社会福祉法人中央共同募 
○○ ○○○ （金会事務局長） 

 
【論文Ⅲ】地域共生におけるファンドレイジングの可能性 

鴨崎 貴泰 （認定特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会事務局 
○○ ○○ （長、社会的インパクトセンター長） 

 
【レポートⅠ】地域課題解決に向けて ― 寄付つき商品事業 JUST 

大中 眞人 （社会福祉法人有田市社会福祉協議会事務局長） 
 
【レポートⅡ】にじいろクレヨンの取り組みと助成金の活用 

柴田 滋紀 （特定非営利活動法人にじいろクレヨン理事長） 
 
【レポートⅢ】みえ福祉の「わ」創造事業の取り組み 

日向 智信 （社会福祉法人三重県社会福祉協議会地域福祉課長） 
 
  

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2945&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2945&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「運動あそびを家庭と共に～低下する乳幼児期の運動能力～」 

『保育の友』2月号 

生活の利便性の向上や生活様式の変化は、日常

生活において子どもがからだを動かす機会の減少を

招いているといえます。運動能力は、健康な生活を送

ることや、物事に取組む意欲や気力など精神面の充

実にも深くかかわっており、人間の健全な成長・発達

を支え、より豊かで充実した生活を送るために大変重

要です。 

そこで、子どもの運動能力の低下の背景や原因を

ふまえ、乳幼児期に活発な身体活動を行うことの意義

や、外あそびなどで思いきりからだを動かすことの楽

しさを味わうための工夫、それらの家庭へのはたらき

かけによる共有などを、実践や専門家からのアドバイ

スなどを交えて考察します。また、運動あそびなどに

伴う危険や、事故防止についても併せて学びます。 

（1 月 9 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2944&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2944&_class=120101&_category=08039

